
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域密着型金融の取り組み状況 
～ 金融仲介機能のベンチマークについて ～ 

平成２８年度 

 （平成２８年４月～平成２９年３月） 
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Ⅰ．中小企業の経営支援に関する取り組み方針 

 

                                                                        

当行は、創業以来、地域に密着した業務展開によって築いてきたお取引先との親密な関係を維持・強化し、お客さまのニーズに

応じた質の高い金融サービスを提供する地域密着型金融の推進が、地域金融機関として重要な使命であると考えております。 

これからも、幅広い資金供給手法を活用した信用供与の円滑化や、お取引先の発展や健全化に向けた経営改善支援活動をよ

り一層強化して、地域経済の活性化に貢献してまいります。 

◎ 重点課題                                                                                                            

お取引先の資金ニーズやさまざまなご相談等に迅速・的確にお応えしていくため、以下の３つの取り組みを重点課題として位置

付け、中長期的な視点に立って組織全体として継続的に推進してまいります。 

 

１．お取引先に対するコンサルティング機能の発揮 

お取引先の経営の目標や課題を共有していくとともに、外部専門家や外部機関とのネットワークを活用するなど、お取引先のライ

フステージや事業の持続可能性等を適切かつ慎重に見極めたうえで、最適なソリューションをご提供してまいります。 

 

２．地域の面的再生への積極的な参画 

コンサルティング機能の発揮や目利き能力の向上に向けた人材の育成に努め、さまざまな地域情報を収集・集積しながら地方公

共団体等とも連携し、地域の面的再生において積極的な役割を果たしてまいります。 

 

３．地域やお取引先に対する積極的な情報発信 

当行の地域密着型金融に対する取り組み状況や成果につきまして、ホームページやディスクロージャー誌などを通じて情報発信し、

分かりやすくご紹介いたします。 

基本方針 
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Ⅱ．中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況 

 

地域の中小企業等の皆さまの事業活動の活性化につながるような取り組みを積極的に展開していくとともに、中小企業の経営

改善、事業再生等の支援をより実効性のあるものとするため、中小企業再生支援協議会との連携を一層強化しております。さらに、

株式会社地域経済活性化支援機構、事業再生の実務家、法務・会計・税務等の専門家等との連携も強化し、経営改善支援活動に

取り組んでおります。 

◎ 行内体制                                                                                          

地域連携ビジネスサポート部が主体となって、コンサルティング機能を発揮した地域との連携の更なる強化を図っております。ま

た、融資統括部企業支援室が中心となって、営業店や中小企業再生支援協議会等と緊密に連携し、お取引先の経営改善支援活

動を行っております。 

経営支援および外部機関との連携体制
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◎ 支援活動                                                                                          

営業店は、経営改善支援取組先への定期的な面談を行っているほか、お取引先の実態把握や経営改善に向けた進捗状況をモニ

タリングしております。また、融資統括部企業支援室は軒先顧客管理システムを活用して営業店のモニタリングや指導を行うとともに、

お取引先への帯同訪問も実施するなど、本部と営業店が一体となってお取引先の経営改善を支援しております。 

お取引先との十分なリレーションを築きながら、さまざまな情報の提供や、「こうぎん・ビビッド・ファンド」等を活用した資金供給の円

滑化を図っているほか、外部機関と連携した支援活動にも取り組んでおります。 

事業再生支援にあたっては、中小企業再生支援協議会や株式会社地域経済活性化支援機構、事業再生の実務家、法務・会計・

税務等の外部専門家や外部機関、他の金融機関、信用保証協会、中小企業関係団体、国、地方公共団体等からなる「中小企業支

援ネットワーク」との連携も強化しております。 

また、株式会社地域経済活性化支援機構と「特定専門家派遣」に関する契約を締結しており、より実効性の高い経営改善や事業

再生支援活動を行なえる体制としております。 
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Ⅲ．中小企業の経営支援に関する取り組み状況 

 

◎ 地域のお客さまとのリレーション                                                                                         

◇地域へのコミットメント・地域とのリレーション 

当行の主要営業基盤である高知県において平成２７年１０月より「ブロック・エリア制」を導入し、地域と協働しながら地域経済の

活性化に積極的に貢献し、お取引先数の増加を含めた基盤拡充を図っております。 

（単位：先） 

お取引先数 平成 27年 3 月末 平成 28年 3 月末 平成 29年 3 月末 

高知県 ７，４６５ ７，９６３ ８，５２５ 

高知県以外の四国島内 １，６２２ １，７１９ １，８４４ 

本州 ６４２ ６８０ ７００ 

全お取引先 ９，７２９ １０，３６２ １１，０６９ 

 ※お取引先：単体与信先、預金取引先のうちソリューション提案先 

 

◇取引先の経営改善や成長力の強化 

当行をメインバンクとしてお取引をいただいている企業のうち、経営指標の改善が見られたお取引先に対する融資残高の推移は

下記のとおりです。 

 

 

 

 

 

 平成 29 年 3 月期 

メイン先数 ４，６３３先 

メイン先の融資残高 ２，２１７億円 

経営指標が改善した先 ３，０８０先 

平成 27年 3 月期 平成 28年 3 月期 平成 29年 3 月期 

１，８６６億円 １，９７５億円 １，９７３億円 

経営指標が改善した先の融資残高推移 
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◇ライフステージ別の与信先数 

お取引先のライフステージや、事業の持続可能性等を適切かつ慎重に見極めたうえで、産学官・外部機関との連携による最適

なソリューションを提供し、お取引先の成長・発展・改善に向けて取り組んでおります。 

（単位：先、億円） 

 全与信先 創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期 その他 

ライフステージ別の与信先数 
平成 28年 3月末 ８，５１１ ９２６ ６６８ ４，８５３ ６９１ ７２３ ６５０ 

平成 29年 3月末 ９，１９５ １，１１０ ６３６ ４，６９８ ７３５ ６７３ １，３４３ 

ライフステージ別の融資残高 
平成 28年 3月末 ５，７９２ ３９０ ５９１ ３，８７９ ４３４ ４８７ ８ 

平成 29年 3月末 ５，８２１ ５１２ ６０４ ３，８４３ ３９９ ４４１ １９ 

※全与信先数：単体与信先数 

※ライフステージの定義：創業期・・・創業、第二創業から 5年まで 

                成長期・・・売上高平均で直近 2期が過去 5期の 120％超 

                安定期・・・売上高平均で直近 2期が過去 5期の 120％～80％ 

                低迷期・・・売上高平均で直近 2期が過去 5期の 80％未満 

                再生期・・・貸付条件の変更または延滞がある先 

                その他・・・財務諸表の提出を不要としている事業者ローンのみの与信先 

・ 

 

 

 

 

 

 

 



 6 

◎ 創業・新規事業開拓の支援                                                              

当行は、中小規模事業者等への創業・新事業に向けた資金供給にも積極的に取り組んでおります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《こうぎん産学連携ファンド》  

 高知県内の大学等が保有する特許、研究成果等を活用し、創業・新事業の展開を目指す事業者等の支援を行うことを目的

とした「こうぎん産学連携ファンド」を平成２６年１０月に創設し、同ファンドを活用して、大学等と事業者との事業化に向けた共

同研究の促進に取り組んでおります。 

コンサルティング機能による

創業・新事業支援

高知県内大学など

お客さま

高知銀行 連携協定

こうぎん産学連携ファンド

認定

など

出資

融資
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《こうぎん地域協働ファンド》 

創業支援や新規事業展開、ベンチャー企業の育成支援等を目的に、当行とオーシャンリース株式会社、ＲＥＶＩＣキャピタ

ル株式会社の３社を組合員として「こうぎん地域協働投資事業有限責任組合（通称：こうぎん地域協働ファンド）」を平成２８

年４月に設立いたしました。 
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《高知県内高等教育機関との連携》 

 地域経済の活性化と産業の振興に貢献することを目的とした連携協力協定を高知県内の高等教育機関４校（高知大学、高

知工業高等専門学校、高知県立大学、高知工科大学）と締結しており、各教育機関の得意分野を活かした人材の育成、新商

品の開発や技術相談などに取り組んでおります。 

《高知県産学官民連携センターとの連携》 

 産学官連携強化のため平成２７年４月に開設された「高知県産学官民連携センター」等との連携をより一層強化し、次代の地

域産業を担う人材の育成、各機関の研究成果等の情報交換や支援などに取り組んでおります。 
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◇創業・新事業制度融資等の積極的な活用 

創業・新事業制度融資等を積極的に推進していくために、本部所管部による集合研修や、自主参加型休日セミナー、成長分野

における業種別担当者との帯同訪問によるＯＪＴ指導により、行員の知識や提案力の向上に取り組んでおります。 

 

（単位：先） 

創業支援先 平成 28年 3月末 平成 29年 3月末 

創業計画の策定支援 ７６ ６６ 

創業期の取引先への融資（プロパー） ２５１ ２７４ 

創業期の取引先への融資（信用保証付） ３０５ ３５６ 

上記創業支援に当行が関与した先数 ５０５ ５８４ 

上記創業支援に当行が関与した第二創業先数 ８ ６ 

※第二創業：すでに事業を営んでいる企業の後継者等が新規事業を開始、または既存の事業を承継した事業者等が新規事業を開始、 

あるいは抜本的な事業再生によって企業が業種を変えて再建するケース 

 

 

◇コンサルティング機能の発揮 

認定支援機関が関わる「ものづくり補助金」や「創業補助金」ならびに高知県等の補助金公募に関する情報を営業店に周知し、

お取引先等に情報を提供していくとともに、各種補助金や制度融資などの有効活用に関する提案や申請手続きなどのサポートを

積極的に行っております。 
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◎ 成長段階における支援                                                                       

◇成長分野への取り組み 

高知県では、「高知県産業振興計画」を策定し、高知県経済の活性化と浮揚に向け官民一体で取り組んでおりますが、同計画の

主要施策等を検討のうえ、今後も成長が見込まれ、さらに高知県の活性化に資するよう「医療・福祉分野」「農林水産業・食品加工

分野」「防災・環境関連分野」を成長分野と位置づけ、推進しております。 

地域の成長分野に取り組むお客さまに対する融資ファンドとして、平成２２年１０月に総額１００億円で創設した「こうぎん・ビビッ

ド・ファンド」を逐次増額し、平成２９年３月にはファンド総額を１，５００億円とし、同ファンドの活用を通じて成長分野への取り組みを

推進しております。 

平成２８年度における同ファンドの分野別貸出実績は以下のとおりとなりました。また、同ファンドの残高は１，０２８億円となりま

した。 

（単位：件、百万円） 

「こうぎん・ビビッド・ファンド」分野別実行金額 
平成 27 年度 平成 28 年度 

件数 金額 件数 金額 

研究開発 ４２ ３，１９２ ５１ ３，４５０ 

環境・エネルギー事業 ２１２ ２０，４４８ １９５ ２４，７２５ 

医療介護健康関連事業 ８１ ５，８３５ ８１ ６，４９７ 

高齢者向け事業 ３ ４４０ ４ ５４０ 

観光事業 １９ １，５７２ １８ １，０１０ 

農林水産業・農商工連携事業 ３０ １，７５７ ４８ ２，２９１ 

防災対策事業 ２７ ２，３４９ ２５ ２，００３ 

食料品加工・製造関連事業 ５０ ３，１３４ ３４ １，８７２ 

合 計 ４６４ ３８，７３１ ４５６ ４２，３８９ 
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◇ビジネスマッチングの取組強化 

高知県や高知県地産外商公社等と共催による各種商談会を通じて、お取引先の新たな販路の開拓等のサポートに取り組んで

おります。 

また、ビジネス情報ネットワークシステムの「営業サポート情報」をソリューション提案ツールとして積極的に活用しているほか、お

取引先の多様なニーズにお応えしていくために、ビジネスマッチング等に関する外部機関との業務提携によるサポートを有効に活

用したコンサルティング機能の強化に取り組んでおります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商談会：「スーパーマーケット・トレードショー2017」 
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◎ 経営改善・事業再生・業種転換等の支援                                                                       

◇経営改善支援の強化 

営業店と本部が一体となり外部機関と連携した経営改善指導、ビジネスマッチング等のコンサルティング、外部機関の活用およ

び外部専門家との連携強化を図っております。 

平成２８年８月より、財務情報以外の事業の特性に着眼した「事業性評価シート」の運用を開始いたしました。財務情報を主体と

した財務診断システムやローカルベンチマークと併せて活用し、お取引先の事業モデルの理解をより一層深めていくよう取り組ん

でおります。 

お取引先との“face to face”の対話によりリレーションをさらに強化して、経営改善支援に積極的に取り組んでまいります。 

 

（単位：先） 

融資条件を変更したお取引先の 

経営改善計画の進捗状況 

平成 28年 3 月末 平成 29年 3 月末 

先数 うち経営改善計画策定先 先数 うち経営改善計画策定先 

融資条件変更先合計 ５６７ ２７６ （１００％） ５６１ ２９８ （１００％） 

うち好調先 １０６ １０６（３８．４％） １４４ １４４（４８．３％） 

うち順調先 １５３ １５３（５５．４％） １３１ １３１（４４．０％） 

うち不調先 ３０８  １７（ ６．２％） ２８６ ２３（ ７．７％） 

※好調先：売上高等の指標が計画比 120％超 

順調先：売上高等の指標が計画比 80％～120％ 

不調先：売上高等の指標が計画比 80％未満および経営改善計画未策定先 
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経営改善支援の取り組みについては、実現可能性の高い抜本的な経営改善計画を策定し、その計画の実行を完遂することに

重点を置いた支援活動を行っております。経営改善計画の策定等にあたっては、外部機関との連携を強化しておりますが、当行の

お取引先の主体が中小企業であることから、中小企業再生支援協議会を中心として連携を図りながら取り組んでおります。 

（単位：先） 

中小企業再生支援協議会持込先数 
平成 27年度 平成 28年度 

７ ７ 

 

 

お取引先への財務に関する情報提供機能強化の一環として、財務診断システムを活用した財務診断分析資料を提供しており、

お取引先と問題点を共有し、経営改善に取り組んでいくための有効なツールとして積極的に活用していくよう努めております。本部

と営業店は「軒先顧客管理システム」を活用し、アドバイスを行っていく態勢としております。 

（単位：先） 

財務診断分析資料配布先数 
平成 27年度 平成 28年度 

３３ ３７ 
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◇事業の承継に対する支援 

当行は「事業承継相談サポートシート」を制定し、営業店と本部の連携活動の効率化を図っております。また、高知県事業承継・

人材確保センターなどの公的支援機関や、みずほ証券株式会社、株式会社日本Ｍ＆Ａセンターなどの事業者と事業承継やＭ＆Ａ

に関するビジネスマッチング契約を締結し、専門的で高度なスキルが要求される事案において外部機関と連携を図ることにより、事

業承継に係る支援態勢の強化に取り組んでおります。 

 

（単位：先、億円） 

ソリューション提案先 
平成 28年 3 月末 平成 29年 3 月末 

先数 融資残高 先数 融資残高 

全取引先 ７,６１１ ５，７９２  ８，２６０  ５，８２１  

うちソリューション提案先 ６３２ （８．３％） ５４１（９．３％） ５８４（７．１％） ８２６（１４．２％） 

※全取引先：グループベースの与信先 

 

（単位：先） 

販路開拓支援先（成約先） 平成 28年 3 月末 平成 29年 3 月末 

高知県（双方が高知県内） ３ ２１ 

高知県以外の国内（高知県と県外、県外と県外） ４８ ２３ 

海外（片方が海外） ３ １ 

 

（単位：先） 

事業承継支援先 
平成 28年 3 月末 平成 29年 3 月末 

１１ ７ 
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Ⅳ．担保・保証に過度に依存しない融資 

 

◇担保・保証に過度に依存しない融資の促進等 

事業性評価を重視し、担保や保証に過度に依存しない融資の促進に向け、本部担当者や外部講師による行内研修および勉強

会などを開催して、業種別審査の目利き力向上やＡＢＬ活用等への取り組み強化に努めております。また、「事業性評価シート」の

作成・活用を通じてお取引先の事業内容に対する理解を一層深めていくとともに、本部と営業店が情報を共有して適切なソリュー

ションを提供するなど、本業支援を積極的にサポートし、担保や保証に過度に依存しない融資につなげてまいります。 

（単位：先、億円） 

 

平成 28 年 3 月末 平成 29年 3 月末 

先数 融資残高 先数 融資残高 

事業性評価に基づく融資を行っている与信先数および融資残高 ４６５ ８３３ ８０７ １，４１３ 

上記計数の全与信先数および当該与信先の融資残高に占める割合 ５．５％ １４．４％ ８．８％ ２４．３％ 

 

（単位：先） 

事業性評価の結果やローカルベンチマークを提示して対話を行って

いる取引先数 

平成 28年 3 月末 平成 29年 3 月末 

４９ ３３９ 
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Ⅴ．地域の活性化に関する取り組み状況（地域の面的再生への積極的な取り組み） 

 

◇地方創生に向けた産学官との連携 

高知県と「業務連携・協力に関する包括協定」を平成２４年１月に締結し、お客さまのビジネス拡大に役立つ情報等を提供してお

りますが、こうした取り組みをさらに強化していくため、高知県内の１０市町と「地域再生・活性化支援に関する連携・協力協定」を締

結しており、各地域の経済振興に向けた様々な取り組みを実施しております。 

また、高知県内の高等教育機関４校（高知大学、高知工業高等専門学校、高知県立大学、高知工科大学）と「産学連携協力協

定」を締結しており、各機関の得意分野を活かした人材の育成、技術相談などを通じて、地域の発展に貢献できるよう様々な取り

組みを実践しております。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産学連携による「シーズ発表会」 

連携・協力協定を締結した地方公共団体 

高知市 四万十町 

室戸市 黒潮町 

奈半利町 梼原町 

大豊町 四万十市 

須崎市 土佐清水市 
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◇人材の育成 

お取引先の本業支援の基本となる事業性評価に欠かせない専門知識を持つ人材を育成するために、「各種外部セミナー」「行内

研修」「自主参加型休日セミナー」を開催するなど人材育成に努めております。 

外部資格については下記の資格取得を推奨しており、農業・林業・水産業の各アドバイザー資格を取得した行員を高知県内６エ

リアに配置して、農林水産業の経営に関するニーズに的確に対応する体制整備に取り組んでおります。 

 

 

お取引先の本業支援に関する研修 平成 28年 3月末 平成 29年 3月末 

研修実施回数 ４３回 ３８回 

参加者数 ７０９人 ５６７人 

資格取得者数 ５３人 ６７人 

 

（単位：人） 

主要な資格取得者数の推移 平成 28年 3月期 平成 29年 3月期 

農業経営アドバイザー １５ ２０ 

林業経営アドバイザー ４ ６ 

水産業経営アドバイザー ２ ２ 

動産評価アドバイザー ９ １４ 

Ｍ＆Ａシニアエキスパート ７ ９ 
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◇地域貢献に係る連携 

高知大学との共催による「こどもサッカー教室」や、高知工業高等専門学校との共催による「こども金融・科学教室」なども毎年継

続して実施しており、これらの活動を通じて、次世代育成支援や地域貢献活動にも積極的に取り組んでおります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇地域やお取引先に対する積極的な情報発信 

お客さま向けの各種相談会や、セミナー等を継続的に開催しているほか、当行の地域密着型金融に対する取り組み状況や、お

客さま満足度調査により得られた結果を活用した対応状況等につきまして、分かりやすい形で情報発信し、地域やお取引先の皆さ

まの信頼にお応えできるよう、今後も努めてまいります。 

  

こども金融・科学教室 こどもサッカー教室 


